【内閣府経済財政担当】
自治労は来年度予算編成の指針となる「骨太方針2009」にかかわる課題を中心に、6月18日13時から内閣府に要請した。自治労は、友利政治政策局長、下目政治政策局次長、秋野健康福祉局次長が出席し、内閣府は尾原政策統括官付参事官補佐、ほかが対応した。

はじめに、友利政治政策局長から「経済危機により生活困窮世帯へのセーフティネットの確立は自治体の緊急課題となっている。そのなかで、①経済・雇用対策に自治体が安心して取り組むための地方財政の充実強化、②公共サービスを支える公務員の定員・給与の抑制政策の中止、③「骨太方針2006」で定めた社会保障費2200億円削減の撤回、必要な予算額の確保、④雇用・住居を失った人への総合支援策の確実な実施にむけた体制強化と財源確保、⑤疲弊する地域医療を守るため、医師、看護師、医療従事者の確保のための財源確保、⑥介護人材の賃金、処遇の改善にむけた財源確保、⑦低炭素社会の実現と雇用創出をはかる予算措置拡大、⑧消費者関連法成立を受け消費生活相談員の処遇改善のための地方財政措置の充実」などについて「骨太方針2009」への反映を求めた。
内閣府側は、「経済・雇用危機対策は累次の補正予算等で、緊急避難措置といえ基金として積み立て、自治体の工夫によって複数年で柔軟に活用できる仕組みとした。他方で、これらの緊急措置を恒久的に予算措置に取り入れかどうかは、次年度の予算編成で議論すべき課題である。社会保障については、「安心と活力」の両立が「骨太方針2009」の主要テーマであり、一方は成長力の強化、もう一方は社会保障の機能強化、効率化と雇用保障を軸とした生活の安心保障である。双方を同時一体的に取り組む。なお、社会保障2200億円抑制は、概算要求基準で結論を出すことになる。低炭素社会への対応、消費者行政の推進も「骨太方針」で書き込む予定である」と回答した。
　これに対し、自治労側は「社会保障の2200億円の抑制がポイント。補正予算や中長期の社会保障の見通しと財源を示した政府の「中期プログラム」をみても、実態として社会保障抑制の転換の方向性が強くなったといえないか。はっきり社会保障抑制の中止を表明すべき。また、雇用と住居を同時に失った方への対策強化をはかるため、関係省の連携強化を求めたい。生活保護に対して地方財政措置の増額など見直しが行われているが、財源があっても総人件費抑制でケースワーカーの増員ができない。補正予算で各種事業の基金が作られたが、事業を計画する人員が不足しており、定員抑制を見直すべき」と強調した。
内閣府側は「2200億円の縛りは死守すべきものではなく、経済状況を踏まえ弾力的に扱うこととされている。いずれにせよ、今後の予算編成の対応になる。また、雇用と住宅の困窮者に対して有効な政策を提示するため、各府省間の連携を強めていく。地方公務員の定員の問題は、国・地方の厳しい財政状況のなかで、サービス水準の維持とサービスの効率的な提供とをいかにバランスとるかが課題となる。政策の優先分野に財源を投入することが重要と考える」と回答した。
最後に、自治労側が「政府が公務員の定員削減を急激に進めた結果、60万人の臨時・非常勤等職員が増加し、行政自体がワーキングプアを生み出している点を重く認識すべきだ。また、生活困窮者対策として、生活保護を申請する前段階の対策として就労支援などを全力で対応すべき」とし、強く申し入れ、要請を終了した。

【総務省自治財政局長】
　6月18日15時から、総務省要請を行った。自治労から、徳茂副委員長、友利政治政策局長、下目政治政策局次長、松井健康福祉局次長が出席した。総務省は、久保自治財政局長が対応した。
　冒頭、徳茂副委員長は、「地域、自治体は、近年深刻さを増している地域間格差に加えて、貧困対策という新たな政策テーマに直面している。厳しい経済・雇用状況のなかで、小泉構造改革以降に切り込まれたセーフティネットの分野をどのように手当するかが緊急課題であり、来年度の予算編成に反映をお願いしたい」と述べた。
続いて、友利政治政策局長から要請書にそって、経済・雇用危機に対応するため2001年以降6.8兆円削減されてきた地方財政計画の水準の復元、公共サービス人材の確保のための地方財政措置の充実を求め、要請した。
　これに対し、久保自治財政局長は「地方財政措置の充実について、みなさんと考えは一緒。国・地方の財政再建のため、2001年をピークに、7兆円近く地方財政計画の歳出規模を急激に削減してきた。結果として地方交付税の財源保障は圧縮され、財源が乏しい地域が苦しくなった点は十分認識している。そのなかで、2009年は、大幅な税収不足があるなかで、1兆円分の財政需要を地財計画に計上した。雇用情勢に対応して2年間の臨時措置として5000億円「地域雇用推進費」、残りの5000億円は、医療対策、少子化対策などで一般行政経費、公立病院繰出金、公債費の償還期限の延長などの財政需要に対応するため恒久的に歳出に組み込んだ。とくに、社会保障、環境など住民生活に直結する行政分野に対応する一般行政経費（単独）は、「骨太方針2006」で枠がはめられている点が影響している。今年の地財計画の策定では財源を確保するため、一部の一般行政経費等の経費を他経費に付け替えなどして対応したが、財政需要を的確に見積もり地財計画策定を進める必要がある。また、緊急的措置の5000億円の雇用推進費などの扱いをどうするかだが、来年度以降の税収が厳しい見通しのなか、政府、国会で十分議論しなければならない。」などと回答した。
　最後に、自治労側から「政府は、当面景気回復後を優先し、その後に新たな税負担を求めることを想定した「中期プログラム」を策定しているが、問題は国民が負担してもよいと思える政府であるかどうかが重要である。必要な公共サービスを削減する政策では、市民の信頼は確立できない。サービスを支えるための地方財源の確保が必要」とし、今後の節々の協議を求め、要請を終えた。

【財務省主計局長】

　6月19日13時から財務省主計局長へ要請を行った。自治労から、徳茂副委員長、友利政治政策局長、下目政治政策局次長、平川臨時執行委員が出席し、丹呉主計局長が対応した。
　冒頭、徳茂副委員長より「経済雇用危機が強まるなかで、セーフティネット、雇用対策など自治体が果たす役割は極めて大きくなっている。しかし、自治体財政のひっ迫により当面の緊急避難措置では自治体も安心して取り組めないのが実態である。この局面で十分に取り組めるよう政府として予算編成を対応していだきたい」と要請した。
　続いて、友利政治政策局長から、要請書に沿って、社会保障費2200億円の抑制の撤回、医療介護人材の確保にむけた財源確保、など強く要請した。

　これに対し、丹呉主計局長は「世界同時不況で雇用問題が深刻化するなかで、職業訓練や住宅確保など生活支援ができる仕組みが重要だと認識している。政府としても、そうした認識に立ち、昨年来の補正予算等で生活困窮者などに対する生活支援対策を進めてきた。さらに、自治体への支援として各種交付金を創設しており、地域・経済は苦しい状況だが、有効活用をお願いしたい。社会保障費の2200億円抑制の問題だが、高齢化等による自然増で1兆円あり抑制しても7800億円伸びる計算になる。財源を確保しないと、将来的には安定的な社会保障が実現できない状況にある。いずれにしても、過去や直近の経済危機対策による巨額の赤字国債の発行により、GDP比の債務残高は国際的にみて高水準にある。自然増の社会保障費に公債に依存するのは限界があり、金利上昇の恐れがある。今回は、経済危機対策で緊急的に対応したが、これをどのように平常時に戻すのかが重要であり、国・地方が連携し財政健全化を進め、中長期的に財政運営ができる状況にもっていく必要がある」と回答した。
　最後に、自治労側から「2200億円の社会保障費抑制によって、現場でひずみが生じている。診療報酬の低下が医業収入の低下につながり、医師確保も困難を極めるなかで、公立病院の診療科を閉鎖せざるを得ない状況に追い込まれている。また、介護人材の処遇を抜本的に改善しないと、サービスの維持ができないことを重く認識すべきだ。財政再建のために国民負担を求めるのではなく、国民に信頼されるよう必要なサービスが提供できなければ負担を求めるのは困難。政府として真剣に考えるべき」とし、要請を終えた。
【財務省主税局長】

　6月19日13時15分から、財務省主税局長要請をいった。自治労から、徳茂副委員長、友利政治政策局長、下目政治政策局次長、平川臨時執行委員が出席し、財務省は加藤主税局長が対応した。
　自治労側から、国から地方への権限・財源の本格的な移譲、地方消費税の充実など、地方分権の推進と公共サービス拡充につながる税制改革を中心に要請した。

これに対し、加藤主税局長は「当面の景気回復を優先したが、中長期的には社会保障の整備と安定財源の確保が課題である。政府として「中期プログラム」を示しているが具体化のために議論を進めなければならない。税制の累進度の強化、資産課税の強化の必要性は皆さんと一緒であり、地方消費税の充実は消費税全体の見直しとセットで考えていく必要がある」などと回答した。
自治労側は「補正予算の経済危機対策のなかで、社会保障機能の強化の一環として、地域医療再生や介護職員処遇改善等で臨時的な交付金が創設されたが、現場としては財源が安定的でないため不安感がある。基本給の改善など、継続的な処遇改善が安心してできない。緊急的措置に加え、中長期的な議論を含めて負担とサービスのあり方を議論する必要がある」と指摘した。
加藤主税局長は、「経済危機対策は有効需要を喚起するため、あくまで一時的に先取りして手当てしたものであり、税負担のあり方など抜本的な議論を先送りしている。「中期プログラム」など、社会保障機能を強化へつなぐための本格的な議論が必要だ」と回答した。

最後に、自治労側から引き続きの協議を求め、要請を終了した。
